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質問１．環境会計を導入，公表することによってどのようなメリットがあるのでしょう

か。

回　答

環境会計の導入により、導入側の企業にとっても、また、社会全体にとっても次のよう

なメリットがあります。

１．企業にとってのメリット

(1) 経営管理面でのメリット（環境会計の内部機能）

企業が環境会計を導入した場合、経営管理に役立つというメリットがあります。こ

れは環境会計が企業の経営管理ツールといわれる理由です。環境庁のガイドラインで

は、これを環境会計の内部機能と呼んでいます。環境会計というツールを用いて、環

境保全活動に関する環境負荷情報、環境保全コスト、環境保全効果、環境保全対策に

伴う経済効果などを把握（測定）し、分析することで、環境保全活動に対する経営資

源の適切な配分を実現し、効率的な環境経営に資することができます。

環境会計を企業の内部管理に役立てている例として、廃棄物処理費や再資源化経費

を圧縮するためその収支を把握する例、環境保全のためのプロジェクトごとに収支を

算出し投資判断に役立てている例、訴訟リスクを回避するための費用とそれを回避で

きた効果を対応させてリスクマネジメントに役立てている例等があります。もちろん、

環境マネジメントシステムの一部に組み込んで、マネジメントの結果として環境会計

を算出している例や、ISO14001 活動の効率化を図るために環境会計を行う例もあり

ます。このように環境会計は企業の内部管理に役立つツールであると言えます。

また、環境会計を導入した結果、例えば、廃棄物にかかるコストが予想以上に多額

であることが把握でき、その廃棄物とコストを減らす活動を行ったことで、原価低減

活動と同様の経済効果がでる場合があります。さらに、社内においても、環境会計を

公表することにより、従業員のコスト意識を一層高めたり、環境問題についての正し

い認識を浸透させたり、自社に対する理解を深めたり、環境配慮企業に帰属すること

の意識を高めたりすることができます。

(2) 外部報告によるメリット（環境会計の外部機能）

企業が環境会計を公表するメリットは、環境報告書等にそれを載せることで社会と

のコミュニケーションが促進できる点です。その結果、環境配慮企業として認知され、

同業他社との差別化を図ることができ、さらには、営業戦略上の効果が上がる場合も

あり得ます。株主・投資家にとっても、企業が環境格付けを受け、エコファンドに組



み入れられたり、また株価に影響したりする場合があるので、環境配慮企業に対する

関心が一層高くなります。人事採用の面でも、最近では環境会計を導入している環境

配慮企業に若者の人気が集まる傾向があります。一般的に、外部のステイクホルダー

との信頼を構築することが可能になり、その企業の環境保全努力を認識してもらうこ

とで、企業の社会性を高めることができます。

２．社会にとってのメリット

社会にとってのメリットとしては、環境会計を公表する企業が増え、それに関心をも

つステイクホルダーが育つことで、環境保全型社会的システムの確立に寄与することが

でき、社会全体として環境保全活動が促進されることになります。



質問２．環境保全コストはどのように捉えればよいのでしょうか。

回　答

１．環境保全コストの捉え方

環境会計で把握の対象になる環境保全コストとは、環境保全のための投資額と当期費

用額をいいます。

環境会計を導入している企業の中には、環境庁のガイドラインに沿って環境保全コス

トを捉えている企業も多いのですが、環境会計が内部管理目的にも有効なツールである

ことから、経営管理上の独自の考え方により環境保全コストを捉えている企業もありま

す。

また、環境会計を導入する場合、内部管理に役立てるためと外部公表のためとでは、

それぞれ目的が異なるため、同一企業において一口に環境保全コストといっても全く同

じ範囲で捉えているとは限りません（環境保全コストの範囲については質問３参照）。

２．財務会計との関連

「環境会計」の「会計」という言葉から、一般に財務会計との関連が考えられます。「財

務会計」では、一般に公正妥当と認められた基準があります。また、貸借対照表や損益

計算書という決算書を用い、財政状態や経営成績を計算することが要求されます。これ

に対して「環境会計」では、環境保全コストと効果の捉え方について確固たる基準があ

りません。集計の対象についても、環境会計は、企業等の環境保全のための投資額及び

当期費用額だけでなくその効果を含めています。したがって、特に環境保全効果を表現

するために物量単位を用いることとしており、財務会計とは別の体系であると言えます。

このように、環境会計を企業の限られた経営資源を環境保全活動に有効に振り分けるた

めのツールとして財務会計とは別の体系と捉えると、財務会計と同様に貨幣単位を用い

る環境保全コストについても、環境会計独自の考え方があって良いわけです。ただし、

実務上、財務会計の基準を援用した方が導入しやすい場合には、そのような方法も可能

です。また、実際のデータの集計方法については、質問 11 を参照して下さい。

３．環境保全コストの評価

環境保全コストは、環境保全という目的からは「多ければ良い」とか「少なければ悪

い」といった単純な見方はできるものではなく、環境保全効果や様々な条件との関係で

判断されるべきものです。環境保全効果は企業の環境保全活動の成果と言えますが、た



とえ、同じ金額の環境保全コストを負担していても、環境に対する貢献度合い又は成果

の程度を評価できるというものではありません。

例えば、ある企業が１億円の環境保全コストを集計していても、その額が多いのか少

ないのかを適切に評価するには、その企業の業種や業態、業績推移も知る必要がありま

すし、また、過去に支出した環境保全コストの多寡も、判断材料になるでしょう。また、

その１億円の環境保全コストをかけて、どれだけの環境保全効果が上がったのかを見る

ことにより、環境保全対策の効率性を知ることができます。もちろん、その１億円がど

のように集計された、どのような取り組み内容への１億円なのかを知ることが評価の前

提となることは言うまでもありません。



質問３．環境保全コストの範囲について教えて下さい。

回　答

環境庁のガイドラインでは、「環境保全のための投資額及び費用額」を環境保全コストと

しています。この投資額と費用額は２種類の別々の概念であって、両者の合計が環境保全

コストの総額になるわけではありません。例えば、環境保全のための機械設備の場合、取

得し使用開始した時に会計上は固定資産として貸借対照表に計上され、環境会計ではこの

金額が「環境保全のための投資額」となります。一方、この機械設備は取得した年度だけ

でなく、その後、何年間も使用されるので、会計上はその年数にわたって少しずつ減価償

却費という形で損益計算書に載ってきます。この減価償却費は、環境会計では「環境保全

のための費用額」に含まれます。環境庁のガイドラインには、環境保全コストの費用対効

果を見ようという発想があるので、各年度の効果と対比させるコストとして「環境保全の

ための費用額」の情報が必要となるのに対し、投資額もこれとは別に重要な情報なので、

集計・公表することにしているのです。

実際に、環境保全コストを集計する場合には、様々な投資や費用について、何がどこま

で環境保全コストに含まれるかを判断しなければなりません。環境保全コストに入るかど

うかの判断の基準として、目的基準（環境保全を目的として支出されたコストを含める）

と効果基準（目的としなくても結果的に環境保全効果のあった支出を含める）という２種

類がありますが、環境庁のガイドラインでは、原則として目的基準を採用した上で、必要

に応じ効果基準で補うとしています。

　環境庁のガイドラインに基づいて、具体的に環境保全コストを集計する際には、ガイド

ラインにおける「環境保全」の定義を参照するとともに、ガイドラインが示す基本的な６

分類の環境保全コストの説明を参照するとわかりやすいでしょう（環境保全コストの６分類に

ついては質問４参照）。また、環境保全の目的と他の目的の両方に資するようなコストの場合、

どの部分までを環境保全コストとするかという問題については、ガイドラインでは、環境

保全に関する部分のみを取り出す（いわゆる差額集計）ことを基本としつつも、いくつか

の代替的な方法を示しています（差額集計と代替的方法については、質問６参照）。



質問４．環境保全コストの分類について教えて下さい。

回　答

環境庁のガイドラインでは、環境保全コストを基本的には６種類に分類しています。こ

の分類は、各環境保全コストが事業活動のどの部分に関係するかに焦点を当てています。

まず、事業活動を「生産・サービス活動」、「管理活動」、「研究開発活動」及び「社会活動」

の４種類に分けます。このうち「生産・サービス活動」は、抑制される環境負荷が事業エ

リア内で直接発生するか、上流・下流で発生するかによって二つに分けているので、ここ

までで５種類となります。これに環境損傷コストを加えて、合計６種類としたのが環境庁

のガイドラインの分類です。また、以上の分類に当てはまらないコストで環境保全に関連

するコストが存在する場合には、範囲が不明確にならないように内容や理由の開示が求め

られます。

事業活動とのかかわり 環境保全コストの分類略称

生産・サービス活動 (1)事業エリア内コスト

（同上） (2)上・下流コスト

管理活動 (3)管理活動コスト

研究開発活動 (4)研究開発コスト

社会活動 (5)社会活動コスト

（事業活動区分と対応せず） (6)環境損傷コスト

この分類のどこに含めるべきか判断に迷うコストもあるでしょう。例えば、製品リサイ

クルのための設計費は、生産・サービス活動に係る上・下流コストの方に分類する方法と

研究開発コストに分類する方法の両方が考えられます。このような場合には、環境保全効

果との対比という点から考えて、自社の実態に応じて適切と思われる方をとるとよいでし

ょう。なお、例えば、リサイクルシステム構築に伴う教育訓練のコストのように、特定の

活動に関わる管理活動については、そのような特定の活動ごとに把握されている場合は、

あえて(3)の管理活動コストに分類するよりも、その特定の活動の内容に応じて、(1)事業

エリア内コスト、あるいは(2)上・下流コストに区分するべきでしょう。

以上のような、環境庁のガイドラインの考え方とは別に、環境保全コストをコストの性

格に応じて分類する考え方もあります。例えば、トヨタ自動車㈱では、環境投資の的確な

実施により維持コストや潜在的維持コストを低減し、全体的な環境コストの効率性を高め

ていくという考え方に基づき、環境コストを環境投資と維持コストに分類しています（事

例ｐ.171～p.174 参照）。



質問５．環境保全投資とはどのようなものか教えて 下さい 。

回　答

環境会計の中で環境保全投資という言葉が使われることがあります。「投資」という言葉

は様々な意味で使われますが、一般的には(a)財務会計上の固定資産の取得を意味する場合

と、(b)何らかの効果（又は収益）を期待して資金（又は資源）を投下することを幅広く「投

資」と呼ぶ場合があります。これらを反映して、環境保全投資という用語にもいくつかの

異なった解釈が考えられます。

①環境庁のガイドラインでは環境保全のための投資額及び費用額を環境保全コストとし

ていますが、この場合の投資額は財務会計上の償却資産の当期取得価額を意味しています

（狭義の環境保全投資）。償却資産とは、設備や機械のように減価償却を行う固定資産です。

②また、減価償却をしない土地や、子会社等への出資なども含めて、環境保全のための

固定資産の取得をすべて環境保全投資と呼ぶという考え方も可能です（広義の環境保全投

資）。

③さらに、財務会計上の固定資産計上額にとどまらず、研究開発や人材の教育・トレー

ニングなどのように将来にも効果が及ぶ可能性があるものを広く「環境保全投資」と捉え

る場合もあります（最広義の環境保全投資）。以上の関係をまとめると以下のようになりま

す。

効果が将来に及ぶもの 効果が将来に及ぶ

可能性のあるもの

財務会計で資産に計

上されるもの

有形・無形固定資

産（償却資産のみ）

土地

子会社等への出資

長期前払費用

―

費用処理されるもの ― ― 研究開発費等

　　　　　　　　　　　　　　　①

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③

以上のうちのどの考え方を採用するかは、各企業の方針や環境会計導入の目的によりま

すが、それぞれに長所と短所があります。例えば③は、外部に報告する場合には、分類に

恣意性が入る危険がありますが、環境保全効果との関係が重視されているので、内部管理

に利用する際には有効と思われます。②の場合は、環境保全効果との対応は必ずしも厳密

ではありませんが、財務会計に準じるので恣意性が入りにくい点が長所です。ただし、将

来的にもコストにならないものが含まれています。①は、将来的にコストになるものに限

るという明確な考え方です。



質問６．環境保全コストの差額集計の考え方と具体的な方法を教えて 下さい。

回　答

差額集計とは、環境保全コストが環境保全目的以外のコストと複合的に発生している場

合に、環境保全目的以外のコストを控除して集計することです。

環境保全コストは、純粋に環境保全の目的のため支出したコストに限定して集計するこ

とが基本とされています。これは環境保全の効果を生み出すもののみを環境保全コストと

する考え方によるものです。

１．差額集計が必要な場合

差額集計の最も典型的な適用例として、例えば、次のような場合が考えられます。

・　グリーン調達に伴い、原材料としての上質紙をリサイクル紙に切り替えた場合の環

境保全対応の追加分の計算

・　生産設備に省エネ機能、省資源機能、大気汚染除去機能等が組み込まれている場合

の設備投資額中の環境保全対応分の計算

・　新規の生産設備の研究開発として、生産スピードの向上機能とともに、省電力機能、

騒音防止機能等が一体的に行われている場合の環境保全対応分の計算

２．差額の種類と差額集計方法

差額集計上の差額としては、下記の図のとおり 2 種類に大別できます。

(1) 環境対応していない他の同機能のものとの比較として差額を計算

環境対応していないものの価格を基準として、環境配慮されたものの価格との差額

を計算することになります。ただしこの場合、基準とすべきものが必ずしも明確でな

いという問題があります。また、最近の傾向として、差額がほとんどないケースや、

差額がマイナスになるケースが報告されています。環境対応材料、設備等が必ず高い

ということはないのです。そこで実際には、次のようにいくつかの方法が考えられま

す。

①　合理的と思われる基準となるべきものを想定し、原則通り差額を計算する

この場合、差額がマイナスになった場合は、計算上無視する方法、環境保全コス

トのマイナスとする方法、経済的効果とする方法等が考えられます。

②　差額の計算に困難が伴うため、全額を計算する

この方法は、グリーン調達の状況等が明確に把握されるという利点があります。

ただし、この場合には全額を環境保全コストに算入したことを注記などの形で明記



すべきでしょう。

通常の場合

環境配慮

(2) 全体の中での環境対応分を差額として計算

①　個別配分計算

設備投資等の見積書、仕様書等を分析し、個別にその配分割合を算出し、配分計

算する方法です。これは非常に高額な対象には適用することが必要と思われますが、

あらゆる対象に適用することは実務上難しいでしょう。

②　簡便按分計算

社内で合理的と思われる仮定に基づき按分基準について決定し、環境会計マニュ

アル、規定等として確定し、これに基づき按分計算します。

按分基準としては、環境庁のガイドラインでは、25%、50%、75%が例示されて

います。また、㈱リコーでは、10%、50%、100%で処理されています（事例 p.179～

p.182 参照）。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　  全体のコスト

３．重要な会計方針として差額集計方法の記載

差額集計には様々な計算方法、配分方法、按分方法が考えられるため、その処理方法

を記載することが望まれます。

環境保全コスト

環境保全コスト



質問７．財務会計上の売上原価及び棚卸資産原価と、環境保全コストとの関係について

教えて下さい。

回　答

環境保全活動に関わる支出の一部は、財務会計上は、在庫として残っている製品の原価

（以下、「棚卸資産原価」という。）や売上原価に含められていることがあります。

例えば、工場の人件費や設備の減価償却費などは、財務会計上、そのままその期の費用

として損益計算書に載るわけではありません。それらは、いったん製品原価として集計さ

れた上で、その期に販売された部分については売上原価として損益計算書に計上され、売

れなかった部分は期末の棚卸資産の原価として貸借対照表に計上されることになります。

それでは環境会計ではどのように考えればよいのでしょうか。製品原価になるような費

目で環境保全関連の支出があった場合、売上原価に対応する部分だけをその期の環境保全

コストとすべきでしょうか。そして売れなかった部分は翌期以降の環境保全コストとして

繰り越した方がよいのでしょうか。

環境会計を財務会計と一致させようとするとそうなります。しかし、環境会計は財務会

計とは本来、別のものですから、両者を無理に一致させようとする必要はありません。財

務会計で確立した考え方を援用した方が便利であったり、分かりやすい場合には、環境会

計でも同じ方法を採用しますが、売上原価や棚卸資産原価との対応まで考えようとすると

かえって煩雑になるおそれがあります。環境庁のガイドラインでも、そのような方法は想

定していません。

したがって、環境保全活動に関連する人件費や諸経費は、売上原価と棚卸資産原価のど

ちらになるものも、環境会計上はすべて、その期の環境保全コストに含めればよいと思わ

れます。製品が販売されたか、在庫として残っているかに関わらず、工場での環境保全活

動は既に行われているのですから、その費用はその期の環境保全コストにする方が、より

妥当であるとも言えるでしょう。



質問８．環境保全効果を表現する方法にはどのようなものがありますか。

回　答

環境保全効果を表現する方法として、一般には、①物量単位の表現、②共通単位による

表現（貨幣以外）、③貨幣単位の表現、④指標による評価の４種類が考えられます。

①物量単位の表現は、環境負荷のストック（ある時点での蓄積量）やフロー（ある期間

内の発生量）を物量単位で測定し、その物量単位のまま表現するものです。この方法は、

最も容易ですが、様々な負荷について別々の物量単位を使うので、いくつかの負荷を合計

して全体的な負荷を表現することはできません。

この限界を克服しようとする試みの一つが、②共通単位による表現です。これには何ら

かの計数や、具体的な単位の開発が必要となります。海外では、各物質の物量１単位当た

りの環境負荷を共通単位に換算するための係数を用いて、この方法で表現している例があ

ります。物量単位の数値をもとに換算する方法のみならず、何らかの質的な評価を点数化

し、一つの共通単位で表現する方法もあります。

共通単位を貨幣としたものが、③貨幣単位の表現です。しかし、環境保全効果を貨幣単

位で評価することは現状では困難で、海外でも物量１単位当たりの環境負荷を貨幣単位に

換算する係数を用いた例が以前に見られましたが、現在、継続されている例はないようで

す。なお、特定の環境保全効果については、貨幣単位で表現される金銭的効果を環境保全

効果の代替指標として利用することができます。例えば、省エネ効果を評価する場合は、

エネルギーの削減量という物量単位の表現の代わりに、エネルギー費用の節約額という金

額単位の表現を用いるといった例がこれに当たります。

以上の他に、④環境保全効果を表現する独自の指標を開発し、その指標によって表現す

る方法があります。環境庁のガイドラインでは、物量指標として代表的なものを挙げてい

ますが、「単純な物量指標による経年変化の表示のみでは企業努力の実態を正しく伝えら

れない場合がある」とし、補足の比較指標を参考として示しています。

日本企業の事例の中にも、指標による表現を用いている例があります。寶酒造㈱（事例

ｐ.123～p.126 参照）は、緑字（りょくじ）という独自の指標を開発しており、その環境負荷

削減緑字は、物量数値の改善率データに重み付けを加え、指数として算定したものです。

また、㈱リコーは、環境改善効率としてのＥＥ（エコエフィシェンシー）値（＝環境負荷

削減量／環境費用総額）と、環境負荷利益率としてのエコレシオ（＝売上総利益／環境負

荷総量）を算定しています（事例ｐ.179～p.182 参照）。



質問９．環境保全対策に伴う経済効果について教えて下さい。

回　答

１．経済効果とは

環境保全対策に伴う経済効果（以下、「経済効果」という。）とは、環境保全コストを

支出したことが当該企業自体にどれだけの効果をもたらしたかを意味します。

このような経済効果はエネルギーの節約額など金額的に算定することが可能です。金

額での表示なので、様々な環境問題についての専門的な知識が不足している情報利用者

にとっても理解しやすいというメリットがあります。また、経済効果の把握は株主や投

資家にとっても、よい判断材料になります。また、経済効果の算定・公表は企業のイメ

ージアップになります。

２．経済効果の種類

現在考えられている経済効果には大きく分けて次の二つがあります。

①　確実な根拠に基づいて算出される経済効果（省エネルギー、省資源による節約や

有価物の売却による利益）

②　仮定的な計算に基づく経済効果

②-1　偶発的な経済効果（汚染、訴訟等のリスクを回避したと考えられる偶発利得

的効果）

②-2　利益寄与の推定効果（工場の環境保全活動から生み出される付加価値の寄与

分）

環境庁のガイドラインでは、①を開示することを求めていますが、②は仮定的な計算

に基づく経済効果なので、内部利用を想定しています。②の経済効果は社内データ的な

色彩が強いものですが、自社での統一的なルール（計算方式、単位の統一等）が必要で

す。

例えば、②-1 に関して日本ＩＢＭ㈱では、防液堤で流出を受け止めたという具体的な

根拠に基づいて、費用回避効果として流出改善費の回避と法規制準拠費の回避を算出し

ています（事例 p.162～p.166 参照）。

②-2 に関しては、富士通㈱の事例があります（事例 p.142～p.143 参照）。富士通㈱はこ

れを次に示した計算式により計算しています。

環境保全活動の寄与分＝付加価値×環境費用／工場費用



３．経済効果の留意点

(1) 環境保全コストと経済効果の差額を損益として表示し、黒字であるとか赤字である

とか論議することは意味がありません。

(2) 経済効果の把握に焦点が置かれることにより、本来の目的である環境保全効果を把

握することが軽視されることのないようにする必要があります。

(3)偶発的な経済効果や利益寄与の推定効果は、環境庁のガイドラインでは開示を求めて

いませんが、あえて開示する場合には、確実な根拠に基づいて算出される経済効果と

は区別し、その算出根拠も開示することが必要です。（第２編 p.45 参照）

(4) 環境保全コストの分類・計上と、環境保全対策に伴う経済効果の分類・計上とは、

なるべく具体的な対応関係が見られることが理想ですが、多くの場合一対一に対応し

ていないことに留意する必要があります。



質問 1 0 ．環境報告書に環境会計について記載することにはどのような意義があるのでし

ょうか。また、環境報告書のどこに記載することが適当でしょうか。

回　答

環境会計情報を、環境報告書に記載する企業が増えてきていますが、環境報告書は企業

が自主的に作成し、公表するものであり、その記載の意味合いは様々です。

実際に公表されている環境会計についての記載は次のように整理できます。

①　環境会計を環境マネジメントシステム（EMS）のツールの一つとして導入している

ことの説明（文章）。

②　環境活動の状況や結果の報告（数値情報）

この二つは二者択一的なものではありません。例えば、キリンビール㈱の 1999 年版環

境報告書では、「マネジメントに関する環境保全への取り組み」の中に、「環境会計」（P.38）

の項目が設けられています。そこでは、環境会計の目的としてマネジメントへの活用が掲

げられ、その意義として「より実効性のある環境経営に資すること」と同時に、「社外へ公

表し、ステイク･ホルダーから信頼を得る」ことが挙げられています。また、環境関連の投

資額及び費用、環境保全効果も報告されています。これらは、上記の①及び②の両面をも

った記載と言えるでしょう。

また、寶酒造㈱は「緑字決算報告書」を公表し、環境活動内容やパフォーマンスを示す

独自の指標を公表しています。

いずれも、自社の取り組み内容や成果をより効果的に説明するための一手段として環境

会計についての記載が行われています。

記載に当たっては、環境会計の導入目的との対応に配慮し、全体の整合性を確保するこ

とが望まれます。

記載場所については、マネジメントツールの一つとして導入している場合はＥＭＳに関

する記述の中で、また、指標の公表を目的としているのであれば、それぞれのパフォーマ

ンスの報告とも対応させて記載することが効果的でしょう。

なお、環境会計実務というものが成熟していない現在においては、各企業が行っている

環境会計の内容や考え方についての説明も必要と思われます。

特に、環境保全コスト情報はその多寡をもって判断されがちであり、誤解を避けるため

にも、環境保全コスト情報が何を表すのか、といった説明を付加するとよいのではないで

しょうか。



質問 1 1 ．環境会計情報を収集するための情報システムをどのように構築したらよいでし

ょうか。

回　答

環境会計情報を収集するための情報システムとして検討すべきは、まず、環境会計情報

として、どのような情報を対象とするかです。

広義に環境会計情報として考えられる情報は、次のとおりです。

①　環境保全コスト情報（金額）

②　環境負荷情報（物量）

③　環境保全効果情報（物量）

④　環境保全対策に伴う経済効果情報（金額）

それぞれの情報の収集システムについて、簡単に説明します。なお、環境庁のガイドラ

インでは②の環境負荷情報は含まれていませんが、後述のようにこれが環境保全効果を把

握する上での前提となります。

１．環境保全コスト情報（金額）

環境保全コスト情報（金額）については、①一般会計システムに入力された仕訳デー

タから、環境保全コストの識別コードを付加して集計する方法や、②１か月、３か月等

まとめて工場や事業所単位で、会計システムとは別のシステムに入力する方法がありま

す。

①一般会計システムから集計する方法は、入力部署での教育が重要です。また、一般

会計システムから環境保全コスト情報を集計する場合でも、固定資産に関する環境保全

投資及び環境保全投資額の減価償却費は、固定資産管理システムにプログラムの修正を

加えるケースが多く見られます。修正内容は、環境保全コスト識別コードを付加するこ

とと、複合投資の場合の差額割合や按分割合を入力できる項目（フィールド）を追加す

るのが一般的です。環境保全コスト識別コードを付加する場合、コスト分類ごとの集計

を容易に行うためのコーディング設計が必要になります。また、複数のコスト分類ごと

に共通のコスト等を按分する必要がある場合には、按分計算を行うロジック（配賦計算

用算式）のプログラムが必要な場合もあるでしょう。

もちろん、これら環境保全投資関連情報も②のように一般会計システムとは別の環境

情報システムの構築により行う場合もあります。

一般会計システムから環境保全コスト情報を集計するシステムは、環境会計と一般会

計との整合性を重視し、かつ、入力の省力化を考えています。②の別システムに入力す



る場合は、まとめて入力できるというメリットがありますが、一般会計データとの直接

的なつながりはありません。一般会計システムとは別の環境情報システムの構築を行う

場合は、環境経営方針や内部環境会計の管理目的を明確にもち、そのポリシーに従って

システム構築を行う場合が通常です。

２．環境保全効果情報 （物量）と環境負荷情報（物量）

環境保全効果情報（物量）の把握は、一般的に（前年度環境負荷量－当年度環境負荷

量）で計算される場合が多く、場合によっては［前年度環境負荷量×（当年度生産量÷

前年度生産量）－当年度環境負荷量］と生産量等により補正して行う場合もあります。

いずれにしろ、環境負荷量の把握が前提となります。

環境負荷情報（物量）の収集システムの検討は、現状の環境負荷をどのように把握し

ているかを確認することから始まります。業種により、廃棄物処理管理システムやＰＲ

ＴＲ管理システムが構築されている場合があります。これらシステムからの出力データ

の状況や、システム的に収集されていない各種環境負荷データの測定頻度等を把握し、

環境負荷データの利用目的に基づき必要とする入手情報や頻度等を検討する必要があり

ます。しかし、その前提として会社の環境経営方針や内部環境会計の管理目的を明確に

しておくことが必要となります。

その後、一般会計システムとは別に環境情報システムを構築することになりますが、

環境経営方針や内部環境会計の管理目的を明確にし、環境負荷情報を集計、分析、評価

するシステムを同時に構築する方法と、当面パソコンでの集計やシミュレーションによ

り行う方法とが考えられます。

３．環境保全対策に伴う経済効果情報（金額）

環境保全対策に伴う経済効果情報（金額）は、環境庁のガイドラインでは大きく(1)

確実な根拠に基づいて算出される経済効果と、(2)仮定的な計算に基づく経済効果に区分

され、(1)については環境会計に盛り込むことを推奨しています。

(1)の経済効果としては、環境保全コストに対応した省エネ、省資源や廃棄物処理費の

削減額等があります。具体的な計算は、［前年度の特定費用（エネルギー、資源、廃棄物

処理費用等）－当年度の特定費用］としたり、それを生産量等で補正する方法［前年度

の特定費用×（当年度生産量÷前年度生産量）－当年度の特定費用］が考えられます。

(2)は、その効果額の利用目的によっては、内部管理目的の環境会計として重要な意味

を持ちます。しかし、その計算方法は、ほとんどが推定計算により実施されますので、

パソコンでの集計やシミュレーションで行われる場合が多いようです。経済効果として、

どの項目をどのように計算するかを明確に定義し、継続的に把握しようとするなら、一

般会計システムとは別に環境情報システムを構築する際に、同時に構築する場合が多い



ようです。

以上をまとめると、まず環境経営方針や内部環境会計の管理目的がすでに明確な場合は、

一般会計システムとは別に上記の１から３までの情報を統合的に集計、分析、評価する環

境会計情報システムを構築することが考えられます。このような金額情報と物量情報を扱

う環境会計情報システムのパッケージソフトの販売も開始されています。

また、現時点では、環境保全コストを効率的に集計・公表することに重点が置かれてい

る場合は、一般会計システム（固定資産管理システムを含む）からのデータを活用するた

めに一般会計システムを一部手直しし、②から④の情報については当面パソコンで集計、

分析、評価を行い、環境経営方針や内部環境会計目的を明確にした段階で、システム化の

検討を行う方法も考えられます。

金額・物量両方の環境会計情報は、これを関連づけて収集・分析できるような環境情報

識別コードを工夫したり、各情報システム（一般会計システム、固定資産管理システム、

給与計算システム、工場の製造システム、物流システム等）が会社の様々な部署に分散し

て存在していることが多いため、これらを一つの場所（ファイル）に格納して、必要に応

じて加工・分析できる環境関連データ用ファイル（データウェアハウス）を構築したりす

ることも将来的には望ましいでしょう。環境会計が今後どのような発展を遂げるかにもよ

りますが、システム構築によりかえって将来の選択肢を狭めることになる可能性もありま

すから、システム構築の時期も十分考慮する必要があります。

2000 年６月（予定）から、環境庁のホームページで環境会計支援ソフトウェアを無料で

ダウンロードできるサービスが開始される予定であり、自社での本格的なシステム構築の

前に検討してみるのも良いでしょう。

いずれにしても、①環境経営方針や内部環境会計目的の明確化、②会社の業種から想定

される環境負荷の多寡とその種別、③現在構築されている環境関連の情報システムや一般

会計システムの状況（パッケージかオーダーメイドか）やリプレイスの予定、④環境会計

ガイドラインの今後の動向、⑤構築期間と構築コスト等により会社で総合的に判断される

べきでしょう。



質問 1 2 ．企業グループとしての統一的な環境会計の導入のあり方について教えて下さい。

回　答

１．なぜ連結で開示するのか

環境会計を導入する場合、どの範囲まで集計するのかを決めなければなりません。

企業活動の多角化・国際化が進んだ結果、財務会計の分野では、投資家が、企業グル

ープを一つの単位と考え、連結財務諸表を基に判断することが一般的になってきていま

す。また、連結財務諸表には事業部別・地域別に区分したセグメント情報が添付され、

様々な観点から企業を分析できるようになっています。

環境会計でも事情は同じと思われます。本社には管理的機能しかなく、海外に生産会

社、販売会社等を有する企業グループもあり、その場合当該企業の環境保全活動の実態

や環境負荷の総体は連結で集計しないと見えてきません。さらに、事業別、地区別等の

セグメント情報を載せるなど、様々なステイクホルダーのニーズに応じることも考えら

れます。

ただし、環境庁のガイドラインでは、連結対象範囲での集計が望まれていますが、内

部取引の相殺消去等の未解決の問題も多く、今後の実例の積み重ねに委ね、検討課題と

しています。

なお、連結の範囲については、環境庁のガイドラインでは明言されていませんが、地

球環境の保全という目的からいえば、現在の財務会計にとらわれずに、環境保全上の重

要性に応じた連結範囲の設定もあり得るでしょう。基準としては、例えば、「環境負荷量」

や「環境保全コスト額」等が考えられるでしょう。

２．環境会計方針の統一

連結ベースで環境会計を集計する場合、まず、それぞれの会社や事業所の基本的な「環

境会計の方針」を統一する必要があります。コストや効果の把握（測定）に当たっては

様々な方法が考えられ（ここでは「環境会計方針」という。）、企業によってその考え方

は異なります。しかし、連結上はグループとして統一的な環境会計方針を採用し、情報

の受け手が理解しやすい環境会計を開示すべきでしょう。もし、連結各企業が異なる環

境会計方針を採用して集計した場合、それを合算した数字の理解が難しくなります。同

じ連結企業グループ内に複合コストの取扱いが異なる企業が存在すると、集計された環

境保全コストの分析はできません。また、環境保全コストに含まれる費用の範囲も様々

なケースが考えられ、廃棄物にかかる費用など自明なものばかりでなく、環境管理にか

かる人件費など、どこまでを環境保全コストとして扱うのか曖昧な費用も多くあります。



各企業ではこれらを明確にする各企業の環境会計方針を策定する必要があるでしょう。

方針を策定する際には、何が環境保全コストで、何がそれ以外かを環境影響の程度・重

要性、コストの多寡などをもとに一つ一つ決定していけばよいでしょう。

３．連結環境会計データの集計方法

次に、どのようにデータを収集するかを考えなければなりません。企業数が多くなっ

てくれば、コンピュータシステムを使用して環境会計情報を収集することも考える必要

がでてきます。環境会計情報システムを構築すれば、環境経営に有効なデータを集計で

き、それをもって外部公表用環境会計に応用できます。

グループで統合された環境会計情報システムの場合、扱うデータの種類と内容を考え

る必要があります。グループ内の企業でも業態が全く異なるケースも考えられます。メ

ーカーとサービス産業では、環境保全コストの内容も大きく異なることが予想されます。

どのような項目を集計するか決定するために、事前に各社の環境活動を洗い出す必要が

あります。例えば、公害防止コストに関する情報がどの程度詳細に必要なのかは企業の

活動実態によって異なるからです。

４．具体的事例

(1) ＩＢＭの例

ＩＢＭでは節約効果の見積りに関しては、最初の１年間だけ節約効果を計上するが、

２年目以降は厳しく見積り、計上を行わないという方針を全連結サイトで採っていま

す。環境関連修復費用の引当金等は財務諸表に組み入れるため全世界の各国ＩＢＭに

対して、経理マニュアルや経理規定書で事細かく項目や査定方法を規定しています。

また、ISO14001 を全世界の開発・製造事業所を一括して認証する統合認証によって取

得していることに見られるように、全世界的な統一的環境管理システムを採用してい

ます。そして、1980 年代後半から環境対応にかかわる支出と節約効果等による利益を

独自のコンピュータシステム（EMP（Environmental Master Plan）と CAER(Country

Annual Environmental Report)）を使用して把握しています。

ＥＭＰは開発製造環境実績計画書といわれ、世界中のＩＢＭの工場、研究所がＩＢ

Ｍの世界共通システムによって各サイトの環境情報を提供しています。ＣＡＥＲは各

国環境実績報告書といわれ、営業部門や事務部門の環境データを国単位で集計してい

ます。ＩＢＭ本社は、全世界の事業所から毎年報告されるＥＭＰ、ＣＡＥＲデータを

集計・分析し、環境施策に活かしています（事例 p.162～p.166 参照）。

(2) 富士通の例

富士通㈱では国内外主要子会社 138 社を含めた環境会計を公表しています。富士通



では環境方針に関し、すべて自社においてガイドラインを策定し、「環境コストの計上

においては設備投資を５年定額償却で費用計上する、人件費は環境に 50%以上使った

場合を対象とし、単価は一律 5,000 円/h とする」などのように共通の方針を定めてい

ます。

集計はアンケート方式を使い、工場・関係各社から経理部門と環境管理部門を通じ

て行い、効率的な運用を考え、イントラネットで 200 を超える工場・関係会社からの

質問と回答を全部門が閲覧できるようにしています（事例p.142～p.143参照）。



質問 1 3 ．総合建設業の環境会計の応用について教えて下さい。

回　答

総合建設業は、他産業に比べ、次のような特性があります。

①　事業活動に伴う材料が多種多様であり、かつ、その物量フローが膨大

②　業界の裾野が広く国内経済に占める比重が高い

③　実際の建設工事は多岐にわたる職種・メーカー等の協力会社群に発注（材料・労

務等）、実施されるなど、重層的な生産構造

④　建設工事は個別物件ごとの受注業務であり、それぞれの特性（建築用途、構造、

規模、地下の有無、設備仕様、建材仕様、工法等）や地域性が異なる

⑤　事業活動である建設工事の期間が、製品製造に比べ極めて長期間であり、また、

建築物が長期間にわたり社会ストックとなる

⑥　大規模プロジェクトの場合、ＪＶ工事が多い

総合建設業による環境保全のための取り組みを、環境会計の枠組みを活用して適切に捉

えるためには、環境庁のガイドラインを参考にするとともに、上記のような特性を踏まえ

た、例えば以下のような配慮が考えられます。

１．建設廃棄物

建設廃棄物については、建設工事の作業行程で発生する建設副産物があります。これ

に関する環境保全への取り組みのためのコストは、「事業エリア内コスト」の「循環資

源コスト」に該当します。他方、使用が終了した建物の解体・改修に伴なって発生する

コンクリートがら
、、

等の廃棄物に関する環境保全への取り組みのためのコストは、「生産、

販売した製品のリサイクル・回収・適正処理のためのコスト」と同質の内容と考えられ

るので「上・下流コスト」に該当すると言えます。

しかしながら、建設業において、解体工事は、新築・改修工事と同様、実際には建設

工事の一つの種別として扱われ、請負企業の事業エリア内で管理され、また、建設工事

の前段階の作業として行われていることが一般的であるので、「事業エリア内コスト」

の「資源循環コスト」として扱うことが実務的と思われます。

環境庁のガイドライン（中間取りまとめ）を分類の基本としている(株)竹中工務店の

環境会計（1999 年度）では、「生産、販売した製品の使用・廃棄に伴なう環境負荷低減

のためのコスト」を「建物の使用・解体に伴なう環境負荷低減のためのコスト」と読み

替えた上で、省エネ・省資源設計などに要したコストのみが集計されおり、解体工事に



ともなう廃棄物等は「直接環境負荷低減コスト」として扱われています。

建設廃棄物については、その物量フローも膨大であり、また法的には、発注者に仕様

書への建設廃棄物処理条件の明示と適正コストを確保する責任がある一方で、建設廃棄

物の排出者たる元請企業にはその適正処理責任があります。そこで、その処理の内容に

ついては、コストの分類方法や処理内容の説明が詳細に記載されることが望まれます。

２．建設プロジェクトへの環境会計の適用

総合建設業の特性のところで述べたとおり、各建設プロジェクトごとに、それぞれ固

有の特性があり、環境会計として環境保全コストやその効果を把握する際には、特性に

応じた把握項目の適切な選択が必要です。

建設プロジェクトの実際の施工は、多岐にわたる協力会社群に材料・労務等が発注さ

れるため、実数値の把握に困難を伴なうことが予想されます。この場合、合理的な推定・

見積により把握することが有効と言えます。

また、建築物は長期間にわたり社会ストックとなるものであり、さらに、建築物の維

持・改修・解体までを含めた全ライフサイクルでの環境負荷の評価やコストの評価と建

築計画・設計とのバランスが近年重要視されています。そこで、計画・設計段階で個別

建設プロジェクトのライフサイクルを通した環境会計を試算してみることも有効と考

えられます。この場合、環境会計の把握の対象となる環境保全への取り組み主体が、元

請のほか、事業主、建築主、建物使用者等となり、それぞれの環境保全コストやその効

果の領域区分が複雑で、集計の重複が予想されます。しかし、プロジェクト全体の全ラ

イフサイクルでの環境会計的な評価情報は、一つの重要な参考情報になると考えられま

す。

一般に、環境会計の集計レベルは、連結・コーポレート・セグメント・事業サイトに

分解できますが、建設工事は製品製造と異なりプロジェクトという性格を有しているた

め、総合建設業の場合は、全社的なコーポレートレベルでの環境会計とは別に、このよ

うなプロジェクトベースでの環境会計を独自に把握し、例えば代表的な特性の建設プロ

ジェクトについての情報等を参考情報として開示することも有用であると考えられま

す。

３．環境配慮型工事

例えば、騒音・振動・悪臭防止などのために建築主から指定され本体工事に組み込ま

れる費用は、建設会社の工事原価に含まれ、請負又は施工企業ごとによって管理され、

環境保全効果を発揮しているものであるため、環境保全コストや環境保全効果等の把握

対象となりますが、他方、建築主からの指定という観点を重視し、環境保全コストとし

て把握する範囲、基準を明確に設定した上で継続的にその基準を用いて処理することも



考えられます。公表する場合には、このような処理方法についての説明をすることが望

まれます。

４．ＪＶ工事

ＪＶとしての受注の場合、その幹事会社にならない限り環境保全のための取り組みは

間接的にならざるを得ないと言えます。この場合、環境保全コスト及び環境保全効果等

を把握する対象プロジェクトを、自社が幹事のプロジェクトのみとするか、あるいは自

社が幹事でないプロジェクトをも含めるのか、把握の基準を設け、それを注記すると良

いでしょう。

５．環境保全施設等工事

顧客に提供される工事の中には、例えば廃棄物処理・処分場の建設や汚染土壌の改善

工事といったそれ自体が環境保全に資するものがあります。これらに関する情報を建設

会社の環境会計の参考情報として開示することには意味があるでしょう。公表する情報

としては、例えば、環境保全施設工事の件数や分類、環境関連施設工事全体の完成工事

高や全受注施設工事に占める割合などが考えられます。



質問 1 4 ．商社の環境会計の応用について教えて下さい。

回　答

１．商社の環境会計の特徴

商社は、直接的に製造などの活動を行っていない場合が多く、商品の取引、物流、情

報や投融資等あらゆる分野で、それらの活動を支援する立場にあります。その意味で、

商社による環境保全への取り組みを見るときには、商社自身のオフィス等を中心とした

直接的な環境保全への取り組み以外にも、取扱商品、物流、情報や投融資先事業等あら

ゆる分野で間接的な環境への影響も重要です。このような観点から、商社が環境会計に

取り組む場合の特徴として、次のような点が挙げられます。

・　オフィスを中心とした環境保全コストと環境保全対策に係る効果を把握する。

・　商品等の取引を仲介する際に、例えば、環境保全型商品の発掘、販路の確保、環

境への影響の評価等のためにかかったコストなど、間接的な影響ながらも環境保全

のために支出したコストやその効果を把握する。

・　自社が行う製造に関する環境保全コスト、環境保全効果及び環境保全対策に伴う

効果は、製造業等に準じて把握する。

・　取引先の環境保全事業への投資や融資の額自体は、費用や償却資産ではないため

に環境庁のガイドラインでは環境保全コストとはならないものの、その額を付記す

るなど環境会計の応用として工夫することが考えられる。

なお、投資の場合は、連結で把握することにより、環境会計の枠内でコストや効果を

捉えることが可能（連結については質問 12 参照）。

２．把握 ・公表情報の工夫

上記にも関連しますが、商社という業種の特性上の、企業の環境保全への取り組みに

対して商社が持つ間接的とはいえ大きな影響力を、現段階での環境会計の枠組みを応用

して捉えるには工夫が必要です。環境会計の枠組みについて、現段階の環境庁のガイド

ラインには、企業自身の直接的な環境保全への取り組みのために支出した「費用」とそ

の効果を対比させようと言う発想が強いからです。ただし、「投資」も環境保全上重要な

ため把握することとしていますが、これについても費用化される償却資産の取得価額に

限定しています。

そこで、今後ますます重要になるであろう、商社による環境保全への直接的・間接的

影響力を適切に把握し公表していくためには、例えば、連結で把握することによって環

境会計の枠内で把握を試みたり、次のような情報を環境会計の補足情報として環境報告



書等の中で、他の情報と関連づけながら記載するなど様々な工夫が考えられるでしょう。

・　環境保全事業等への投融資額やその全体に占める割合

・　投融資先の環境保全事業等の分類やその内容

・　環境保全型商品の取扱額や売上全体に占める割合

・　取り扱った環境保全型商品の分類やその内容、他



質問 1 5 ．流通業の環境会計の応用について教えて下さい。

回　答

１．流通業の環境会計の特徴

スーパー・百貨店・コンビニエンスストア等流通業は消費者の消費行動に大きな影響

力を持っており、環境配慮型の生活スタイルを推進しえる立場にあります。流通業の事

業活動の特徴は、「製造」、「配送」、「販売」を一体的に展開することです。工場や配送セ

ンターは取引先となるケースも見られますが、多くの場合、本部が経営政策を支配して

います。販売面では直営店のみでなくフランチャイズ方式による店舗も多くありますが、

いずれにしても環境配慮型店舗と環境配慮型商品の展開が環境保全上重要です。そこで、

流通業の特性を考えた場合、環境庁のガイドラインに示される一般的な記載以外に、以

下の点に注意が必要です。

まず、環境配慮型商品の取り扱いを拡大することは、社会が流通業に求める主要な環

境対策の一つとなっています。したがって、環境会計情報の一環として、環境配慮型商

品の売上高などを把握することが望まれます。ただし、その前提として、環境配慮型商

品の定義を明確にすることが必要です。また、その情報をより的確に理解するためには、

カテゴリー別の分類や売上高全体に占める割合なども同時に示すとよいでしょう。

２． フランチャイズ方式と環境会計の範囲と計算方法

コンビニエンスストアの場合、フランチャイズ方式による店舗展開を行っている場合

がほとんどであり、直営店を除き、独立した事業者となります。しかし、経営政策の上

では「本部」の管理下にあります。環境保全活動面でも「本部」の管理の下、環境配慮

型の店舗設計、設備投資が行われるなど、各種の環境保全活動等が展開されています。

したがって、店舗を環境会計の対象とすることが妥当でしょう。

しかしながら、フランチャイズ店は独立した事業者であるため、直接的に環境保全コ

ストや環境保全対策に伴う経済効果を把握することには困難性があります。しかし、環

境負荷量や環境保全効果等の物量把握は、管理下にある面が大きく入手しやすい情報と

言えます。環境保全設備投資、店舗経費の環境分を、例えば平均的な店舗をサンプルと

して一定の推定計算を行うことが実践的と言えるかもしれません。

３．アウトソーシング方式と環境会計の範囲と計算方法

アウトソーシングによる製造工場や配送センターも独立した事業者ですが、経営政策

上は「本部」の管理下にあり、環境設備投資、環境保全活動が進められています。よっ

て環境会計の範囲に組み入れることが妥当でしょう。計算上の問題は２と同様の側面が

あり、２に準じた計算方法が実践的に必要となるでしょう。



質問 1 6 ．金融業の環境会計の応用について教えて下さい。

回　答

１．環境保全への取組から見た金融機関の特性

預金や、融資、投資、信託、保険等を扱う金融機関は、他の産業に比べて直接的な環

境への負荷が大きいとは言えないため、環境保全への取組の必要性が比較的少ないと思

われるかもしれません。しかしながら、金融機関は、融資や投資等を通じた形で取引先

に大きな影響力をもっているので、融資や投資等の判断要素の中に取引先による環境負

荷や環境保全への取組実態を織り込むことで、その事業活動を環境保全型へと誘導しう

る立場にあります。このことは、環境保全に積極的な取引先に対する融資や投資等の場

合ばかりではなく、例えば、融資先が環境汚染を発生させ、それにより融資先に浄化費

用の負担が生じてその業績が悪化するリスクや担保価値が下落するリスクなど、一般の

取引先の信用リスクの中に環境リスクを織り込んでいくことも含まれるでしょう。

もちろん、金融機関による環境保全への取組としては、このような融資や投資等の本

業を通じた言わば間接的な影響のほかに、本支店などのオフィスを中心に自ら発生させ

る環境負荷を抑制していく取組等が重要であり、このことは他の産業と同様です。

２．把握 ・公表情報の工夫

オフィスを中心とした直接的な環境保全への取組やそのための環境マネジメントシ

ステムの構築、従業員への環境教育等については、環境庁のガイドラインを参照しなが

らそのコストと効果を把握するとよいでしょう。

１で述べた、融資や投資等を通じて取引先の事業活動を環境保全型に誘導していく取

組については、現段階の環境会計の枠組みを応用して捉えるには工夫が必要です。これ

は、質問 14 の商社の場合と同様の問題です。

例えば、取引先の環境リスクを評価し判断に織り込むためにかかったコストを分類と

して独立させたり、環境保全コストや環境保全対策に伴う経済効果とは言いにくいもの

の環境関連の投融資額やエコファンド販売額などの情報を、環境会計の補足情報として

環境報告書等の中で他の情報と関連づけながら記載するなど、様々な工夫が考えられる

でしょう。



質問 1 7 ．環境ビジネスの環境会計の応用について教えて下さい。

回　答

環境ビジネスとは何かについて、確立した定義はありません。ここでは本業そのものが

環境保全活動に関連している企業を、環境ビジネスと呼ぶことにします。具体的には環境

関連機器の製造、事業として行う廃棄物処理や汚染浄化などの業務、環境関連のコンサル

ティングなどが考えられます。環境ビジネスの環境会計については、考え方が確立してい

るわけではなく、環境庁のガイドラインでも今後の課題とされています。例えば、環境保

全コストに関しても、本業自体が環境保全活動なので、すべての費用が環境保全コストに

なるのではないかという考え方もあるかもしれません。

　しかし、それでは通常の財務会計と別に環境会計を考える意味がなく、その会社にとっ

ても環境会計を導入するメリットがありません。環境会計の本来の趣旨から考えれば、環

境ビジネスの場合も、本業における通常の環境負荷をさらに削減するような取り組みに着

目して、それに対応するコストを環境保全コストと捉える方が、より有用であると思われ

ます。例えば、環境機器メーカーが製品の製造段階での環境負荷を削減する、廃棄物処理

企業が通常の方法による廃棄物処理で生じていた環境負荷をさらに削減するなどといった

取り組みが考えられます。そのような把握の仕方をするためには、本業の環境負荷とその

削減をいかに的確に把握するかが、ポイントになります。

　もう一歩進めて考えれば、環境ビジネスはそもそも環境保全に貢献することで社会のニ

ーズに応える存在ですから、その活動の成果として、どれだけの環境負荷削減を実現した

のかを把握することが、本業を評価する上でも重要になるはずです。その意味では、環境

保全効果の把握を中心に置いた環境会計を構想してみるのもよいかもしれません。本業そ

のものが環境保全活動なので、最初から環境保全コストに着目して、全体の費用や投資の

中から環境保全コストを抜き出そうとしても難しいのです。むしろ、環境保全活動が本業

だからこそ、まず最初に、どれだけの環境保全をなし得たのかに着目し、それをある程度

精緻に把握することを考えてみてはどうでしょうか。そしてそれぞれの環境保全効果に対

応した費用や投資として、環境保全コストを捉えていくという方向性も考えられます。も

ちろん、そのような環境会計の具体的なモデルがあるわけではありません。本業として環

境保全に取り組む環境ビジネスだからこそ、率先して、自らにふさわしい環境会計の手法

を開発されることを期待しています。



質問 1 8 ．人件費を環境保全コストとしてどのように扱いますか。

回　答

１．基本的考え方

人件費の集計に当たっては、まず集計する人件費の範囲を決定することが必要です。

一般に人件費と言われているものの中には、給与、賃金、役員報酬、賞与、賞与引当金

繰入額、諸手当、雑給、退職金、退職給与引当金繰入額、退職慰労金、法定福利費等が

含まれます。

人件費の集計方法については、一般的に環境保全活動に専従している場合、その人件

費全額が環境保全コストとなります。他の業務を行いながら一部を環境保全活動に従事

している場合や、複数の分類にまたがった環境保全活動を行っている場合には、３に示

すような人件費の按分計算が必要となります。

２．環境庁ガイドライン

環境庁ガイドラインでは、人件費を環境保全コスト６分類の各々ごとに集計すること

としています。すなわち、各環境保全活動に取り組んだ実務担当者の人件費を各々の活

動ごとに集計することとしており、添付資料の内部集計用表の例にも人件費という欄が

用意されています。

３．人件費の按分計算方法

環境保全コストとしての人件費は、環境保全活動に関わる作業量を集計するか又は一

定期間の労働時間配分比率などを基に見積り、これに人件費単価を乗じて算出します。

作業量は日数や時間単位での集計が一般的です(人日や人時)。これに 1 日当たりや１時

間当たりの人件費単価を乗じて算出します。人件費単価は年間総人件費を年間総稼働日

数又は総稼動時間で割って算出します。

時間集計はかなりの作業を伴いますので、ある割合（25％、50％等）を使用する簡便

法も考えられます。この場合には環境保全活動の実態に応じた割合を使用することが望

ましいでしょう。人件費単価も個人別ではなく職責ごとの平均給与を用いた単価や、部

門の平均単価を使用するといった簡便法も可能です。採用した集計・按分方法は、報告

書に記載することが望ましいでしょう。集計の一般的なステップを次に示します。

① 人件費の集計範囲を決定する。

②　環境保全活動に関わる部門･人を確認する。

③　作業量を集計する際の単位(人日や人時、あるいは簡便法による割合％)とコスト



分類を決定する。

④　担当者の環境保全活動に関わる作業量（工数）を分類ごとに集計する。

⑤　作業量単位当たりの人件費を計算する(個人別、あるいは職責ごとの平均又は部門

ごとの平均)

⑥ 集計された作業量に人件費を乗じて算出する。

４．集計作業負荷の大きさと準備

上記の按分計算を手作業で行うにはかなりの作業負荷を伴いますので、まず簡便法か

ら採用してみることもよいでしょう。また、通常の原価計算用や給与計算用に使用する

業務日報や時間集計の仕組みに、あらかじめ集計分類を組み込んでおくことによって改

めて集計する負荷を小さくすることができます。この準備ができていない場合には、集

計の作業負荷はかなり大きくなりますので、実際には環境会計に人件費を集計していな

い企業もあります。人件費を環境会計に集計しない場合には報告書にその旨を記載する

ことが望ましいでしょう。

５．具体的事例

例えば、㈱西友の場合には、環境マネジメントシステムの構築をしている部門は、そ

の部門長やワーキングメンバーの申告により費やした時間の集計を事務局で調整してい

ます。職務等級ごとの平均人件費をかけて本社部分の人件費とし、店舗では指示作業の

消化想定時間を集計し、同様に職務等級ごとの平均人件費をかけて算出しています（事

例 p.197～p.199 参照）。

松下電工㈱の場合には、人件費は業務時間比率で按分しています（事例 p.159～p.161 参

照）。

    また、松下電器産業㈱の場合には、基準人件費を用いて、環境に関わった時間で按分

集計しています。ここで基準人件費とは、損益計算書に計上されている人件費の職責ご

との平均値を指します。また、環境に関わった時間の具体的な按分集計方法は、例えば、

環境関連で研究開発プロジェクトチームを編成する場合は、年間に占めるその期間で按

分し、施設管理、総務職能等で環境の仕事と他の仕事を兼務している場合は、環境の仕

事に関わっている時間で按分集計します。この場合に特に日報等で業務内容分析を行っ

ているわけではなく、各職場の申告に基づきます（事例 p.144～p.149 参照）。



質問 1 9 ．会計上の引当金、未払金等と環境保全コストの関係について教えて下さい。

回　答

物品を購入したりサービスの提供を受けたりして、その支払額が確定している場合、通

常は未払金を計上します。また、支払は確定していない場合でも、退職金の支払いや将来

の修繕などに備えて引当金を計上することがあります。引当金の要件は、財務会計上は、

「将来の特定の費用又は損失であって、その発生が当期以前の事象に起因し、発生の可能

性が高く、かつ、その金額を合理的に見積もることができる場合」とされています。

引当金、未払金等を計上するということは、それらに対応して費用を計上するというこ

とですが、その費用を環境保全コストに含めるかどうかには、次のようないくつかの考え

方があります。

(1) 財務会計上、費用に計上したときに環境保全コストにするという考え方

これは環境保全に関する経営上の意思が明確になった時点を重視する考え方と言え

ます。この場合、すべての未払金、引当金が環境保全コストになります。

(2) 実際に環境保全活動が行われた時に環境保全コストにするという考え方

これは実際の環境保全効果が生じているかどうかを重視する考え方です。この場合、

修繕引当金などは環境保全コストに含まれないことになります。

(3) 支出があったときに環境保全コストにするという考え方

これは実際の資金の配分を重視する考え方です。

他にも様々な捉え方があり得ますが、上記の三つの捉え方を表にすると次のとおりです。

環境保全コストの捉え方

会計上の処理 財・サービス 当期の計上費用

(1)

実施された保全

活動の指標(2)

支出額(3)

未払金
提供済 ○ ○ ×

未払費用
提供済 ○ ○ ×

退職給付引当金

(注 1)
提供済

○ ○ ×

特別修繕引当金

(注 2）
提供未了 ○ × ×

汚染浄化引当金

(注 3）
提供未了 ○ × ×

○：環境保全コスト　　　×：環境保全コストには含めない

（注 1）労務の対価として、支給対象期間にわたり計上される。

（注 2）定期的な大規模修繕工事に備えて、修繕までの期間にわたり計上される。

（注 3）汚染浄化義務を課せられ、支出の可能性が高い場合に計上される。



質問 2 0 ．財務会計上の準備金と環境保全コストの関係について教えて下さい。

回　答

租税特別措置法上の準備金や特別法上の準備金であっても、実質的に引当金の要件に該

当するものは、財務会計上、当然に引当金として取り扱われ、費用処理により負債の部に

計上することが妥当です。この場合には、環境保全コストに関しても質問 19 に準じて考え

て下さい。

一方、財務会計上、引当金の要件に該当しない租税特別措置法上の準備金については、

利益処分方式により資本の部へ計上します。この場合には、税法上の準備金であることが

明確に判断できる名称を付す必要があります。税法上の準備金であるか否かが不明瞭な名

称のものは、税法上の準備金である旨を注記しておくことが適当です。

なお、法令の規定によらず、会社が任意で積立てる準備金がありますが、引当金の要件

に該当しない利益留保性のものについては、同様に利益処分によって積立てることになり

ます。例えば、廃棄物の最終処分後の地下水汚染等について、浄化義務が明確ではなく金

額の合理的な算定もできないが、将来の予想される支出に備えるため利益を留保する場合

には、利益処分方式による積立を行います。

環境会計上は、このような利益留保性のものは、経営意思は明確であっても、費用、損

失処理することは適切でなく、実際に環境保全効果が生じる会計期間に環境保全コストに

計上すべきと思われます。

特別法上の準備金のうち、引当金の要件に該当しないものであっても、特定業種の公益

性の観点から、その計上が特別の法令で強制されており、またその繰入及び取崩しの条件

が定められている等の場合には、その事情を考慮して、例外的に引当金として扱われるも

のもあります。

（参考）準備金の種類

企業会計上、準備金と名がつくものは、商法上の法定準備金（資本準備金・利益準備金）と、租

税特別措置法上の準備金、特別法上の準備金、会社が任意で積立てる準備金があります。

①　商法（計算書類規則）上の法定準備金

資本準備金…資本準備金には、株式払込剰余金、減資差益、合併差益が含まれる。(商 288 の 2)

利益準備金…利益準備金は、資本の 4 分の１に達するまで毎決算期の利益処分として支出する

金額の 10 分の 1 以上及び中間配当の 10 分の１を積立てなければならない.(商 288)

②　租税特別措置法上の準備金

租税特別措置法上の諸準備金には、時限措置のあるものを含め、以下のようなものがあります。



・　海外投資等損失準備金(措法 55)

・　特定災害防止準備金(措法 55 の６・55 の７・55 の８)

・　計画造林準備金(措法 56 の３、措令 32 の 11)

・　プログラム等準備金(措法 57、措令 33)

・　異常危険準備金(措法 57 の 5・57 の 6、措令 33 の 5⑤・33 の６)

・　特別修繕準備金(措法 57 の 8)

③　特別法上の準備金

特定の業種について、税法以外の特別の法令によって計上することが強制されている準備金に、

以下のようなものがあります。

・　渇水準備金(電気事業法)

・　異常危険準備金(保険業法)

・　証券取引責任準備金(証券取引法)



質問 2 1 ．研究開発費の集計方法･開示方法について教えて下さい 。

回　答

事業戦略と深く関わりのある研究開発費については、財務会計上、非常に重要であるた

め、会計処理基準、企業情報の開示方法等に多くの配慮がなされています。環境会計上も､

事前対策的なコストの典型である環境研究開発費は、企業の環境配慮経営を判断する上で

重要な情報となっています。

１．財務会計上の研究開発費の会計処理と開示

1998年３月13日に企業会計審議会から公表された「研究開発費等に係る会計基準

の設定に関する意見書」及び「研究開発費等に係る会計基準」を受けて、1999年3月

31日に日本公認会計士協会より「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する

実務指針」が公表されました。1999年度から新基準による会計処理が実施されてい

ます。

この新基準により、研究及び開発の定義が明確になり、研究開発費は発生時には将来

の収益を獲得できるか否か不明なため、資産計上するのは適当でないとの判断で、発生

時に費用処理することとなりました。また、研究開発目的の設備投資等で汎用性のある

ものは固定資産に計上されますが、特定の研究開発目的にのみ使用され、他の目的に使

用できない機械装置や特許権等を取得した場合は、取得時にその原価を研究開発費とし

て費用処理することとされています。

２．環境会計に集計される研究開発費の考え方

(1) 投資か費用か

環境会計上、環境保全コストとなる研究開発費は、将来の環境負荷削減に効果のあ

る、新技術、新生産工程、新製品、新サービス、新システム等の研究開発に関わるも

のです。投資的性格のものですが、その環境保全効果が必ず発揮されるか、どのくら

いの期間にわたって環境保全効果が及ぶものか定かではありません。また、経営計画

上、毎期事業規模等に応じて一定割合計上していることが多く、財務会計との整合性

も配慮すると、環境保全コストとしては、最終的には「投資」と「費用」のうち「費

用」として処理することが一般的といえます。環境庁のガイドラインでも、原則とし

て費用額として扱うとされています。一方、投資的性格を重視して投資として処理す

ることも考えられますが、この場合には、環境保全効果が確実に将来に及ぶかどうか

が吟味されるべきでしょう。また、この場合その旨等を注記することが、前述の方法



との相違を明確にする上で必要でしょう。

(2) 具体的な集計上の留意点

解釈次第ではほとんどの研究開発が、何らかの形で多少なりとも環境保全効果を持

つ可能性もあると考えられ、按分集計には困難が伴います。

集計については、以下のような方法が考えられます。

①　主目的が環境保全であるもののみ全額集計し、それ以外は集計しない。

②　その研究開発目的のうち、環境保全目的が占める割合について、25％、50％、75％、

100％等の一定の基準を設け、一番近いものを当てはめて集計する。

③　企業側で按分の根拠が明確なものは、理由とともに明らかにする。

①の方法については実務上最も簡便と考えられますが、環境保全が付随的な目的で

ある研究開発がほとんどの場合には、実態を正しく表さない恐れがあり、これを適用

する場合には実態との関係を検討する必要があります。本来は③の方法が望ましいの

ですが、現実には按分根拠が必ずしも明確でないものも多いと考えられるため、実務

上は②のような方法も便宜的に用いることも適当でしょう。いずれの方法を取るにし

ても、その集計方法を情報の受け手に対して明らかにすることが重要です。

３．研究開発費の集計の事例

例えば、富士通㈱は、研究開発費として、富士通１億円、主要子会社２億円を計上し

ています。集計方法については、「工数、費用は 50％以上が｢環境的｣と判断したものを

計上」しています（事例 p.142～p.143 参照）。

日産自動車㈱は、直噴ガソリンエンジンを例に取り、『「直噴ガソリンエンジンの開発

費はすべて環境保全コストである」という考え方も可能です。しかし、一方では直噴ガ

ソリンエンジンは「環境と走りの両立」を目指して開発し、動力性能の向上も達成して

いるため、開発費のうち動力性能向上のためのコストも何割か含まれると考えることも

できます。したがって、今年度は可能な限り環境保全を目的としたコスト、例えば、直

噴ガソリンエンジン性能確認実験において、主目的が燃費、排気、車外騒音であるもの

を抽出し、それらにかかった費用を積み上げました。』と説明しています（事例p.169～p.170

参照）。



質問 2 2 ．経年比較の意義と留意点等について教えて下さい。

回　答

１．経年比較等の意義

当年度の環境会計情報のみでは、当年度の環境保全コストや当年度の環境保全効果、

経済効果の状況などしか分からず、情報の受け手のニーズに十分に応えているとは言え

ません。そこで経年比較等が必要になります。前年度や基準年度の数値との比較ができ

るようになれば、環境保全への取り組み状況やその効果をより適切に評価することが可

能となるからです。

２．経年比較等の留意点

(1) 経年比較により環境会計情報の算定根拠が統一的なルールに基づかない点を補える

環境会計情報（環境保全コスト・環境保全効果・経済効果）の算定根拠は、各企業

が独自に設定したものなので、単年度の情報では環境会計情報を適切に評価すること

が困難です。企業独自の基準で作成された環境会計情報であっても、同一の算定基準

を継続的に適用したものを経年比較することによって、環境会計情報の内容を適切に

評価することが可能になります。

(2) 環境会計情報だけの経年比較ではなお不十分である

環境会計情報だけを経年比較しても、必ずしも企業の環境保全への取り組みやその

効果を正しく評価できるとは限りません。例えば、当期に一部の工場を閉鎖したよう

な場合には、実際にはほとんど改善が進んでいなくても前期と比べて環境パフォーマ

ンスが大幅に改善されたように見えることがあり、このような問題点に対処するため

には、経年比較情報の注記として当期の業績や重要事項について記載する必要があり

ます。

３．環境庁ガイドラインの公表用フォーマットを有効に活用した経年比較

環境会計情報として、経年比較を入れてどのように開示するかについては、環境庁ガ

イドラインにある公表用フォーマット例を有効に活用することが考えられます。このフ

ォーマット例では、前年度の環境会計情報を記載する形式にはなっていません。これは、

環境庁が、まず当年度の環境保全コスト及び効果を把握することを優先したためです。

環境会計の情報の受け手が経年比較しやすいように、例えば、前年度の情報や前年度と

の増減情報を付記するなどの工夫が考えられるでしょう。



質問 2 3 ．環境会計を導入し公表する場合のスケジュールとポイントを教えて下さい。

回　答

実際の環境会計導入のスケジュールは、各社の実情に応じて自由に考えて良いものです

が、以下に参考までに典型的なケースを示します。

１．事前準備の開始から経営意思決定

事前準備段階の主要なポイントは以下のとおりです。

(1) 環境会計導入の基礎が形成されているか（準備も含む。）

環境報告書等の作成／環境マネジメントシステムの構築／情報処理システムの構

築

(2) 環境会計構築上想定される問題点

　環境会計に必要な情報と部門の関係の調査

　(3) 先進的導入企業の調査

導入期間／導入人件費／導入コンサルティング費用／発生した主要な問題と解決法

(4) 環境会計に関するその他の参考情報の収集

　　業界団体、コンサルティング会社の調査／競合他社

(5) 環境会計構築に向けた提案書・予算計画

メリット・デメリット／必要性／予算期間／組織体制

２．横断的な組織体制の確立

コアメンバーとなる部署は一般的には、環境部署、経理部署、情報システム部署です。

コアメンバーの周辺に、経営企画部署、設備予算・購買管理部署等広範な部署の支援体

制が必要です。

３．設計図の確定

最も重要な段階です。会社の業種・規模・利害関係者等を勘案して環境会計のフレー

ムワークや、基本的なコンセプトの確定をしていきます。

(1) 目的

社会的責任の履行／環境マネジメントの質の向上／環境パフォーマンスの改善／

経営計画・予算管理に利用／コスト削減、等

(2) 環境会計導入期間・開示時期の決定

(3) 対象範囲の決定



初年度は、基本的な骨格を作ることに専念し、対象範囲 を絞り込むことが実践的で

す。

(4) 計算体系・認識・測定の範囲と方法の決定

・　採用する環境会計の枠組みの決定（計算書の種類等）

・　認識・測定の基になる基準の策定（参考とするガイドライン、事例の決定）

・　認識・測定の手順の決定（情報収集方法、情報収集部署、責任者）

＜参考例＞

環 境 投 資 ・ 減 価 償 却 費            ；設備予算部署、予算管理台帳、固定資産管理台帳

環境保全コスト、環境損失；各部門、経理帳票

人 件 費            ；人事部門の補助元帳

環 境 負 荷 情 報            ；廃棄物・リサイクル業者管理部署、業者作業報告書

生産管理部署、エネルギー使用月報、等

(5) 環境会計の導入のための年次計画

４．自社の集計基準、集計手順書、集計帳票の作成 （環境会計のシステム規定）

事務局が中心となり作成し、各担当部署の意見を聴取し、集計過程を通して適宜改訂

していくことになります。

５．集計の指示、実施、教育・問題点の共有化

集計実施過程で発生した具体的な疑問点や問題点を具体的に解決していく過程で、自

社にふさわしい環境会計システム構築に向けたノウハウが蓄積されます。

６．信頼性の確保

環境情報の信頼性の確保に関しては、何らかの手当てが必要となります。環境庁のガ

イドラインでは「将来の検討課題」とされています。



質問 2 4 ．環境会計の読み方のポイントを教えて下さい。

回　答

１．環境会計導入の背景

環境保全活動の経緯や環境情報開示の経緯について、環境報告書の他の記載箇所との

関係で読み取っておくと、その企業における環境会計の必要性、構築の過程が理解でき

ます。

２．環境会計導入の目的

目的に、企業の意思が反映しています。計算体系、開示項目等はその目的によって異

なってきます。

３．環境会計の基本的枠組み

(1) 対象範囲

環境会計情報の把握対象範囲が連結の場合、どの範囲までの企業を連結の対象とし

ているのか、内部取引の相殺等の問題にどのように対応しているのかがポイントとな

ります。

また、読み手への配慮から、国や地域、事業、サイトの別に情報を開示している場

合もあります。ただし、国により環境法規制等に差異があり得ることに留意する必要

があります。

 (2) 主要な計算項目

環境負荷、環境保全効果、環境保全コスト、経済効果、環境経営指標等各種の計算

がなされています。それぞれ役割や機能が異なりますので、これらの計算がどのよう

に組み立てられているかに留意することが望まれます。

(3) 環境保全コストの分類

環境庁のガイドラインに沿って分類している企業が多いようですが、目的により

様々な分類があり得るので、企業の考え方を知る上で興味深いものがあります。環境

保全コストの読み方については、質問２を参照して下さい。

(4) 集計処理方法

選択する余地のある処理方法がいくつもあり、単純に企業間比較ができません。財

務会計上の「重要な会計方針」に当たるものです。以下の項目は処理方法、継続的な

適用、より精度の高い方法への改善等を注意深くみていくことが大切です。

・　差額集計・複合的なコストの集計方法



・　人件費の集計方法

・　設備投資と減価償却費の集計方法

・　研究開発費の集計方法

(5) 環境保全効果の読み方

環境保全効果は、環境負荷の総量やその削減量などで見ることになりますが、事業

内容、企業規模、業績、過去の環境対策の進展状況などを総合的に判断することが必

要です。

(6) 環境保全対策に伴う経済効果の読み方

単純に、赤字か黒字を見るのではなく、企業規模、環境保全効果との関係等を総合

的に見るとともに、経済効果に含まれるものの性格や算定根拠を踏まえながら、効果、

効率等を判断することが大切です。

(7) 情報の信頼性

情報の信頼性の確保がされていることは、読み手にとって安心感があります。また、

環境会計情報の重要度に対する企業の認識の高さを表していると言えます。

(8) その他の情報

汚染浄化引当金、罰金・科料、環境関連訴訟等の情報は、読み手の関心を意識した

作成姿勢を判断することができます。


